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次期幼保連携型認定こども園教育・保育要領改訂に向けた意見 

 

現行指針・要領下における保育実践の成果については「幼児期の終わりまでに育ってほしい 10

の姿」により、「学びに向かう力」が広く認識され、さらに「遊びが学び」であることの認識が醸

成され、保育現場では、遊びが子どもの育ちが豊かになるという認識がいっそう強くなったように

感じております。また、指針・要領の内容が共通化されたことにより、施設種別による保育内容の

違いが是正されたように感じております。 

次期指針・要領への期待としては、こどもまんなか社会の実現のために、真にこどもひとりひと

りの育ちの姿に目を向けた改訂議論となることを強く望んでおります。 

さらに、認可及び認定施設において、幼保連携型認定こども園教育・保育要領及び保育所保育指

針・幼稚園教育要領に基づき保育を行うことは幼児教育・保育給付を受ける全ての施設の大前提で

あり、『参考にするもの』や『あるだけのもの』ではないことを改めて十分に周知され、教育・保

育要領の内容が日本の幼児教育・保育施設全体の共通言語として実施されることで『すべてのこど

もの最善の利益』が保証されることを強く望み、以下の通り意見申し上げます。 

 

１．幼保連携型認定こども園教育・保育要領への一本化                    

幼保連携型認定こども園が、幼児教育・保育施設の機能面において、全てのこどもの類型及び子

育ての支援部分の全てを網羅している施設である。これまでの改訂では「保育所保育指針」及び

「幼稚園教育要領」を改訂した後、まとめるような形での改訂であったかと思うが、機能の面から

考えても、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」がすべてのこどもを網羅する形で改訂した

上で、「保育所保育指針」「幼稚園教育要領」に分割するようなイメージをもっていただきたい。 

さらに、幼保連携型以外の認定こども園が保育所保育指針及び幼稚園教育要領に基づき保育を行

うこととなっていることから、現実には、保育所指針にも 1 号部分の記載が必要であり、幼稚園教

育要領にも 2.3 号部分の記載が必要である。旧来の保育所だから 2.3 号、幼稚園だから 1 号という

概念を取り除き、どの要領・指針においてもすべてのこどもを網羅した一貫して一体的な改訂とな

るべきである。 

 

２．現行の『第 3章幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項』について         

現行の『第 3 章幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項』については、もはや幼保連

携型認定こども園のみに特筆した事項ではなく、どの施設でも当然に配慮すべき事項であるため、

名称の変更、記載内容の修正が必要であると考える。 

 

３．『こども基本法』、『はじめの 100 か月の育ちビジョン』を踏まえた記載            

『こども基本法』を踏まえた「こどもが権利の主体」であることを大前提とする内容記載の必要

性があり、『はじめの 100 か月の育ちビジョン』を踏まえた、幼児期までこそ、生涯にわたるウェ

ルビーイング（身体的・精神的・社会的に幸せな状態）の向上の重要性については必ず記載される



べき項目であると考える。 

 

４．『災害への備え』への追加記載                              

『災害への備え』については、昨今の災害の増加を踏まえ、保護者との連絡体制や引き渡し方法

に留まらず、園児の安全が担保されるまでの一定期間、園で過ごすことを想定する備えが必要なの

ではないか。 

 

５．人間関係、コミュニケーションの重要性                          

昨今の小学校でのいじめの低年齢化、不登校割合の増加傾向に対し、保育内容における 5 領域

（健康、人間関係、環境、言葉、表現）の中でも、特に人間関係、コミュニケーションの重要性を

付記し、これまで以上に保育教諭とこどもとの関わりを記載する必要があるのではないか。加え

て、子育ての支援について、現行では、同一年代のこどもとその保護者中心の子育ての支援の記載

内容となっているが、産前産後や小学校以降の支援の重要性を明記する必要性があるのではない

か。 

 

６．保育現場に即した評価の仕組みの実現を                         

 平成 27 年度の新制度施行以来、評価については、加算項目がありながらも、認定こども園とし

ての評価の実現には至っていない。保育現場において、保育内容に関する PDCA サイクルをまわ

し、保育の質の維持と向上を実現するためにも、評価項目及び評価体制の整備と構築を望む。 

 

７．教育・保育要領の内容を実現するために本改訂と併せた制度の修正を            

 どんなに素晴らしい内容ができたとしても、それを実現することが困難な環境や状態であれば、

絵に描いた餅になる。教育・保育要領の内容が実現されるために、どのような整備が必要かという

視点で周辺制度の修正を同時に行っていただく必要があると考える。具体的には、配置基準の推

進、保育者の処遇改善に加え、公定価格基本分単価に含まれる人件費についても実態に即したもの

となるよう検討いただきたい。また、園運営を行う園長・副園長・主任等の管理職が常に学び続け

るための研修の必須化、さらに、保育教諭の免許・資格の統一化、子育て支援員制度等についても

併せて検討いただき、すべてのこどもの最善の利益を実現できる保育環境整備に尽力いただきた

い。 

以上 


